
 
 

 

 

 

 

平成２１年４月７日 

 

平成２０年「通信利用動向調査」の結果 

 

総務省では、この度、平成２１年１月に、世帯及び企業における情報通信サービスの利用状

況、情報通信機器の保有状況等について調査した「通信利用動向調査」の結果を取りまとめま

した。 

今回の調査結果のポイントは、下記のとおりであり、また、概要は別添のとおりです。 

 

【調査結果のポイント】 
 

＜インターネット等の普及状況＞ 

○ インターネットの利用者数は９，０９１万人、人口普及率は７５．３％。 

インターネットの利用者数は、対前年比２８０万人増の９，０９１万人に達し、人口普及率

は７５．３％（対前年比２．３ポイント増）となった。 

また、世帯におけるブロードバンド回線の割合は７３．４％（対前年比５．８ポイント増）。

このうち、光回線が３９．０％（対前年比７．７ポイント増）と大幅に増加し、光ファイバー

によるブロードバンド化が進展。 [p１、p５] 

 

＜世帯におけるＩＣＴ利用の進展＞ 

○ インターネットにより購入・取引した商品・サービスは、「デジタルコンテンツ」が最も

多い（４９．０％）。地上デジタルテレビ放送対応の受信機は、過半数の世帯が保有（５２．

７％）。 

インターネットで商品を購入する人は、５３．６％（対前年比０．９ポイント増）。インター

ネットにより購入・取引した商品・サービスの内容をみると、男女とも「デジタルコンテンツ」

との回答が最も多かった（男性４９．２％、女性４８．８％）。 

また、地上デジタルテレビ放送対応の受信機の保有率は５２．７％。地上デジタルテレビ放

送が視聴可能な世帯の割合は４８．３％。[p１１、p１３] 



＜企業におけるＩＣＴ利用の進展＞ 

○ １０社に１社が、ビジネス・ブログ、ＳＮＳを開設。インターネットを利用した広告を実

施している企業は３割。 

  ビジネス・ブログ、ＳＮＳを開設している企業は、１０．５％（対前年比３．７ポイント増）

となった。また、インターネットを利用した広告を実施している企業は３１．０％（対前年比３．

４ポイント増）となり、インターネット広告が着実に進展。[p１４、p１６] 

 

＜安心・安全への取組＞ 

○ フィルタリングソフト・サービスの利用率が大きく進展。 

１８歳未満の子供がいる世帯において、パソコンで利用するフィルタリングソフトについて

「利用している」と回答した世帯は、２０．３％（対前年比７．４ポイント増）、携帯電話で利

用するフィルタリングサービスについて「利用している」と回答した世帯は４９．８％（対前

年比２８．２ポイント増）と大幅に増加。[p２０] 

 
 

【調査概要】 

通信利用動向調査は、世帯（全体・構成員）及び企業を対象とし、統計報告調整法に基づく承認

統計として平成２年から毎年実施（企業調査は、平成５年に追加し平成６年を除き毎年実施。世帯

構成員調査は、平成１３年から実施。） 

 世帯調査 企業調査 

調査時期 平成２１年１月 

対象地域 全 国 

属性範囲・ 

調査の単位数 

20歳以上（平成 20年４月１日現在）の世帯主

がいる世帯及びその構成員 

常用雇用者規模 100人以上の企業（農業、林業、

漁業、鉱業及び公務を除く。） 

サンプル数 6,256世帯 2,870企業 

有効回答数（率） 4,515世帯（13,680人）（72.2％） 2,012企業（70.1％） 

調査事項 情報通信サービスの利用状況、情報通信機器の保有状況等 

対象の 

選定方法 

無作為抽出 

（地方及び都市規模を層化基準とした層化二

段抽出） 

無作為抽出 

（業種及び常用雇用者数を層化基準とした系

統抽出） 

調査方法 郵送による調査票の配布及び回収 

 連絡先：情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

 （ 担 当 ： 久 保 田 課 長 補 佐 、 水 田 係 長 ） 

 電 話：（直通）０３－５２５３－５７４４ 

 （ＦＡＸ）０３－５２５３－５７２１ 



 
 

別  添 
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（１） インターネット利用者数及び人口普及率 （個人） 

   過去 1 年間にインターネットを利用したことのある人は推計で９，０９１万人と、前年に比べ

２８０万人の増加。人口普及率は７５．３％となった。 

個人がインターネットを利用する際に使用する端末（「パソコン」「携帯電話・ＰＨＳ等」「ゲー

ム機・ＴＶ等」）を見ると、それぞれ前年に比べて利用者数が増加しているが、特に、「ゲーム

機・ＴＶ等」からのインターネット利用者が２０９万人増（対前年比５８．４％増）と急速に拡大し

ている。 

 
 

インターネット利用者数及び人口普及率の推移(個人)  

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
（注） 

① 平成９～12年末までの数値は「通信白書（現情報通信白書）」から抜粋。 
② インターネット利用者数（推計）は、６歳以上で、過去１年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本
調査の結果からの推計値。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報端末、ゲーム機等あらゆる

ものを含み（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等
あらゆるものを含む。 

③ 平成13年末以降のインターネット利用者数は、各年における6歳以上の推計人口（国勢調査結果及び生命表等を用いて推計）に本

調査で得られた6歳以上のインターネット利用率を乗じて算出（平成14～19年末については、世代別に算出して合計） 
④ 平成13年末以降の人口普及率（推計）は、③により推計したインターネット利用人口を国勢調査及び生命表を用いて推計した各年
の６歳以上人口で除したもの。 

⑤ 調査対象年齢については、平成11年末まで15～69歳、平成12年末は15～79歳、平成13年末以降は６歳以上。 

 

 

１ インターネット等の普及状況 
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インターネット利用端末の種類（個人）（平成２０年末） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （※）モバイル端末：携帯電話、ＰＨＳ及び携帯情報端末（ＰＤＡ）を指す。 

 

 

 

（参考）平成１９年通信利用動向調査におけるインターネット利用端末の種類（個人） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パソコンからのみ

１，４６９万人【１６．７％】

パソコン、モバイル端末併用

５，９９３万人【６８．０％】

パソコンからの利用者

７，８１３万人【８８．７％】

モバイル端末からの利用者

７，２８７万人【８２．７％】

ゲーム機・ＴＶ等

からの利用者

３５８万人【４．１％】

モバイル端末からのみ

９９２万人【１１．３％】
ゲーム機・ＴＶ等

からのみ

０万人【０．０％】

２９６万人

【３．４％】

５５万人

【０．６％】

６万人

【０．１％】

パソコンからのみ

１，５０７万人【１６．６％】

パソコン、モバイル端末併用

６，１９６万人【６８．２％】

パソコンからの利用者

８，２５５万人【９０．８％】

モバイル端末からの利用者

７，５０６万人【８２．６％】

ゲーム機・ＴＶ等

からの利用者

５６７万人【６．２％】

モバイル端末からのみ

８２１万人【９．０％】
ゲーム機・ＴＶ等

からのみ

２万人【０．０％】

４７５万人

【５．２％】

７６万人

【０．８％】

１３万人

【０．１％】
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（２） インターネット利用率 （個人） 

インターネットの世代別の個人利用率を見ると、１３歳～４０歳代までは９割を超えているが、

６０歳以上になると、利用率が低くなっている。 

また、所属世帯年収別にみると、低所得者ほどインターネットの利用率が低くなっている。 

 
 
 

属性別のインターネット利用率（個人） 

 

○世代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○所属世帯年収別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

68.7 

94.7 94.8 94.7 
91.7 

81.2 

63.0 

36.9 

28.8 

15.4 

68 .9 

95 .5 96 .3 95 .7 
92 .0 

82 .2 

63 .4 

37 .6 

27 .7 

14 .5 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

６－１２歳 １３－１９歳 ２０－２９歳 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６４歳 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８０歳以上

（％）
平成１９年末(n=11834) 平成２０年末(n=12791)

56.0 

63.5 

72.9 
77.4 

80.5 
78.6 

79.9 
77.5 

50 .5 

66 .0 

73 .6 
79 .1 79 .7 

81 .7 
85 .3 86 .9 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

200万円未満 200～

400万円未満

400～

600万円未満

600～

800万円未満

800～

1,000万円未満

1,000～

1,500万円未満

1,500～

2,000万円未満

2,000万円以上

（％）

平成１９年末(n=11624) 平成２０年末(n=12791)



4 
 

 

（３） インターネット利用率（企業）  

企業のインターネット利用率は、全体で９９．０％。 

従業者規模別に見ると、５００人以上の企業で１００％である一方、３００人未満の企業では、

利用率が全体よりも低くなっている。 

 
 
 

インターネット利用率の推移（企業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

属性別のインターネット利用率（企業） 
 

 

○従業者規模別 
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（４） インターネット接続回線の種類 （世帯） 

世帯におけるブロードバンド回線の割合は、７３．４％と、前年から５．８ポイントの増加。その

うち、光回線の利用率が前年の３１．３％から７．７ポイント増の３９．０％と増加しており、光回線

によるブロードバンド化が進展している。 

 

自宅パソコンのインターネット接続回線の種類（世帯）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）①集計対象は「自宅」の「パソコン」からのインターネット利用世帯 

（注）②「ブロードバンド回線」は、ＤＳＬ回線、ケーブルテレビ回線、光回線、第三世代携帯電話回線（パソコンに接続して使う場合のみ）及び固定無線回線 

（注）③「ナローバンド回線」には、上記以外に携帯電話回線、ＰＨＳ回線等がある 

 

 

67.9

27.2

27.7

12.5

1.8

1.7

36.3

18.6

17.5

67.6

31.3

18.9

16.6

2.4

0.7

30.0

17.3

11.4

73.4

39.0

17.3

17.1

4.6

0.8

24.9

12.3

9.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ブロードバンド回線

光回線

DSL回線

ケーブルテレビ回線

第３世代

携帯電話回線

固定無線回線

ナローバンド回線

ISDN回線

電話回線

（ダイヤルアップ）

18年末(n=3,054)

19年末(n=2,754)

20年末(n=3,579)

（％）
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（５） インターネット接続回線の種類 （企業） 

企業におけるブロードバンド回線の割合は、７６．８％で前年から０．９ポイントの増加。そのう

ち、光回線の利用率が前年から４．２ポイント増の６８．２％と増加し、光回線によるブロードバン

ド化が着実に進展。 

 
 

インターネット接続回線の種類（企業）（複数回答） 

 

 73.6

61.1

24.2

4.4

0.1

26.4

17.1

8.8

6.2

12.9

75.9

64.0

22.7

4.5

0.1

20.4

13.7

5.9

4.4

16.0

76.8

68.2

20.0

4.8

0.3

17.3

11.1

4.9

3.2

18.6

0.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ブロードバンド回線

光回線

DSL回線

ケーブルテレビ回線

固定無線回線

ナローバンド回線

ISDN回線（常時接続）

電話回線

（ダイヤルアップ）

ISDN回線（非常時接続）

専用線

衛星回線

18年末(n=1,808)

19年末(n=2,115)

20年末(n=1,990)

（％）

※衛星回線は、平成20年末からの調査項目
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（６） 情報通信機器の普及状況 （世帯） 

情報通信機器の普及状況を機器別に見ると、「携帯電話・ＰＨＳ」及び「パソコン」の世帯普及

率は、それぞれ９５．６％及び８５．９％と大半の世帯に普及。特に「ワンセグ対応携帯電話」は、

前年から１５．７ポイント増の４２．２％と、大幅に増加。 

また、「ネット接続できるゲーム機」が、前年から５．６ポイント増の２０．８％と、２割の世帯に

普及している。 

 
 

情報通信機器の普及率の推移（世帯） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）ネット接続できるゲーム機及びネット接続できるテレビは平成１３年から、ネット接続できる家電は平成１４年から、ＥＴＣ車載器は

平成１６年から、固定電話は平成１７年から、パソコンなどからコンテンツを自動録音できる携帯プレイヤー及び（再掲）ワンセグ対

応携帯電話は平成１８年からの調査項目。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

90.7

90.1 90.7 90.9

67.7

78.5 78.2

87.6

94.4
92.2

90.0

91.3

95.0 95.6

34.2

40.4
41.4

50.8
53.9 52.9

50.4 50.0

55.4
53.5

37.7

50.5

58.0

71.7

78.2 77.5
80.5 80.8

85.0 85.9

11.6

16.0
17.5

23.8

30.6
33.5 33.8 34.0

45.7 45.9

3.2 3.2
4.5 4.1

3.4

4.3 5.5

2.3 3.0 3.2

5.4 7.5
8.8

11.7
15.2

10.2

17.3

22.9

33.1 36.2

6.0

26.5

42.2

14.3

19.1
22.0

9.0
11.0 11.1 12.0

11.1 10.7
15.2

20.8 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成11年末

（ｎ＝3,657）
平成12年末

（ｎ＝4,278）
平成13年末

（ｎ＝3,845）
平成14年末

（ｎ＝3,673）
平成15年末

（ｎ＝3,354）
平成16年末

（ｎ＝3,695）
平成17年末

（ｎ＝3,982）
平成18年末

（ｎ＝4,999）
平成19年末

（ｎ＝3,640）
平成20年末

（ｎ＝4,515）

保
有
率
（
％
）

固定電話

携帯電話・ＰＨＳ

パソコン

ＦＡＸ

カー・ナビゲーション

・システム

ＥＴＣ車載器

（再掲）ワンセグ対応携

帯電話

パソコンなどからコンテンツを自

動録音できる携帯プレイヤー

ネット接続できるテレビ

ネット接続できる家電

ネット接続できるゲーム機
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（７） 携帯電話及びパソコンの利用率 （個人） 

携帯電話及びパソコンの個人利用率を見ると、携帯電話（７５．４％）がパソコン（６４．１％）

を１１．３ポイント上回っている。 

世代別では、携帯電話の個人利用率は、２０代～４０代で９割を超えており、６０代後半でも

５割強である。一方、パソコンの個人利用率は、１３歳～４０代で８割を超えるが、６０代後半で

は２７．３％に落ち込んでおり、携帯電話よりも価格が高く、操作にも相応の知識が必要なパソ

コンは、携帯電話以上に世代間で格差が大きい。 

また、所属世帯年収別に見ると、低所得世帯で、携帯電話とパソコンの利用率の差が大きい。     
 

携帯電話及びパソコンの利用率（個人） 

 

○世代別（平成２０年末） 

 

 

 

 

 
 
○所属世帯年収別（平成２０年末） 

 

 

 

 

 
 
 
 
○地域別（平成２０年末） 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

※北関東は、茨城、栃木、群馬、南関東は、埼玉、千葉、東京、神奈川、北陸は、富山、石川、福井、甲信越は、新潟、長野、山梨、東海は、静岡、愛知、岐阜、

三重、近畿は、滋賀、京都、大阪、奈良、兵庫、和歌山である。 
  

75.4 

29.8 

83.6 

97.3 96.7 94.8 
88.4 

78.6 

54.5 

40.6 

25.4 

64.1 63.6 

89.3 90.4 86.0 85.7 

67.9 

48.5 

27.3 
20.6 

6.2 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

6歳以上

全体

(n=13680)

6～12歳

(n=1028)

13～19歳

(n=1499)

20～29歳

(n=1729)

30～39歳

(n=1956)

40～49歳

(n=2449)

50～59歳

(n=2862)

60～64歳

(n=1091)

65～69歳

(n=302)

70～79歳

(n=538)

80歳以上

(n=226)

（%） 携帯電話 パソコン

55.7

68.8
75.2 76.6 80.4 82.6

77.8
86.9

34.6

49.7

61.1
69.3 73.5 75.0

73.9

84.1

0 

20 

40 

60 

80 

100 

200万円未満

(n=619)

200～

400万円未満

(n=2309)

400～

600万円未満

(n=3050)

600～

800万円未満

(n=3183)

800～

1000万円未

(n=1979)

1000～

1500万円

(n=1738)

1500～

2000万円

(n=386)

2000万円以上

(n=199)

（%）
携帯電話 パソコン

74.1 
69.8 

76.1 79.3 
73.1 71.0 

77.1 76.0 73.6 72.6 71.0 

60.7 
54.8 

61.4 

72.5 

60.7 57.1 
64.1 66.9 

57.6 59.1 57.0 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

北海道

(n=1050)

東北

(n=1595)

北関東

(n=1020)

南関東

(n=1388)

北陸

(n=1390)

甲信越

(n=1330)

東海

(n=1507)

近畿

(n=1242)

中国

(n=1116)

四国

(n=1087)

九州・沖縄

(n=955)

（%）
携帯電話 パソコン
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（１） インターネットの利用目的 （個人） 

インターネットの利用目的については、パソコンからの利用は「企業・政府等のホームページ

（ウェブ）・ブログ（ウェブログ）の閲覧」が５６．８％と最も高い。一方、携帯電話からの利用は「電

子メールの受発信」が５４．５％と最も高くなっており、機器の特性に応じた利用を行っていること

がうかがえる。 

 
パソコンからのインターネット利用機能・サービス（個人） 

 (複数回答)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

※「地図情報提供サービス」は、平成１９年末は調査していない 

２ 個人・世帯におけるＩＣＴ利用の進展状況 

54.6 

47.2 

45.9 

45.5 

21.1 

16.3 

16.2 

14.3 

10.2 

10.9 

9.6 

8.3 

7.7 

7.6

8.5

3.8

4.0 

5.1 

3.6 

2.5 

0.8 

0.6 

0.5 

5.0 

10.0

56.8 

49.1 

47.4 

45.5 

36.8 

22.1 

19.4 

18.1 

13.0 

12.6 

11.3 

10.1 

9.0 

8.2 

7.5 

7.0

5.1 

5.0 

4.7 

4.4 

3.0 

0.8 

0.7 

0.7 

5.2 

7.6 

0 10 20 30 40 50 60 

企業・政府等のホームページ（ウェブ）・

ブログ（ウェブログ）の閲覧

電子メールの受発信（メールマガジンは除く）

個人のホームページ（ウェブ）・

ブログ（ウェブログ）の閲覧

商品・サービスの購入・取引（金融取引を除く）

地図情報提供サービス（有料・無料を問わない）

メールマガジンの受信（有料・無料を問わない）

デジタルコンテンツ（音楽・音声、

映像、ゲームソフト等）の入手・聴取

インターネットオークション

電子掲示板（ＢＢＳ）・チャットの閲覧

金融取引（ネットバンキング、ネットトレード等）

アンケート回答

クイズ・懸賞応募

電子ファイルの交換・ダウンロード（Ｐ２Ｐ、ＦＴＰなど）

オンラインゲーム（ネットゲーム）への参加

就職・転職関係（求人情報入手、採用応募等）

電子掲示板（ＢＢＳ）への書き込み・チャットへの参加

ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）への参加

ブログの開設・更新

ホームページ（ブログは除く）の開設・更新

電子政府・電子自治体の利用（電子申請、電子申告、電子届出）

通信教育の受講（e-ラーニング）

在宅勤務（テレワーク、SOHO）

3D仮想空間(「SecondLife」、「splume」など）の利用

メールマガジンの発行

その他

無回答

（％）

平成19年末(n=7,986)

平成20年末(n=9,468)
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携帯電話からのインターネット利用機能・サービス（個人） 
(複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「地図情報提供サービス」は、平成１９年末は調査していない 

48.2 

31.5 

19.2 

14.3 

12.4 

13.9 

5.2 

5.8 

3.7 

4.5 

2.9 

3.2 

2.8 

1.6 

1.4 

1.6 

1.8 

1.1 

0.4 

0.1

0.0

0.1

0.1

2.4

28.8

54.5 

30.1 

21.8 

16.3 

15.3 

14.0 

13.6 

6.1 

5.5 

5.3 

4.8 

4.2 

3.8 

3.3 

3.0 

2.6 

2.1 

1.9 

1.0 

0.6 

0.1 

0.1 

0.0 

0.0 

2.7 

23.5 

0 10 20 30 40 50 60 

電子メールの受発信（メールマガジンは除く）

商品・サービスの購入・取引（金融取引を除く）

デジタルコンテンツ（音楽・音声、

映像、ゲームソフト等）の入手・聴取

個人のホームページ（ウェブ）・

ブログ（ウェブログ）の閲覧

メールマガジンの受信（有料・無料を問わない）

地図情報提供サービス（有料・無料を問わない）

企業・政府等のホームページ（ウェブ）・

ブログ（ウェブログ）の閲覧

電子掲示板（ＢＢＳ）・チャットの閲覧

クイズ・懸賞応募

インターネットオークション

アンケート回答

オンラインゲーム（ネットゲーム）への参加

電子掲示板（ＢＢＳ）への書き込み・チャットへの参加

金融取引（ネットバンキング、ネットトレード等）

ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）への参加

就職・転職関係（求人情報入手、採用応募等）

ブログの開設・更新

電子ファイルの交換・ダウンロード（Ｐ２Ｐ、ＦＴＰなど）

ホームページ（ブログは除く）の開設・更新

メールマガジンの発行

3D仮想空間(「SecondLife」、「splume」など）の利用

通信教育の受講（e-ラーニング）

在宅勤務（テレワーク、SOHO）

電子政府・電子自治体の利用（電子申請、電子申告、電子届出）

その他

無回答

（％）

平成19年末(n=7,233)

平成20年末(n=8,634)
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（２） インターネットにより購入・取引した商品・サービス （個人） 

インターネットにより商品等の購入や金融取引をしたことのある人の割合は、５３．６％（対前

年０．９ポイント増）。購入・取引した商品・サービスをみると、男女ともに約半数がデジタルコン

テンツを購入している。デジタルコンテンツ以外では、男性は「趣味関連品・雑貨」（３７．５％）、

女性は「衣料品・アクセサリー類」（４３．８％）が突出して多くなっている。 
  

インターネットにより購入・取引した商品・サービス（個人） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              

（３） インターネットで商品を購入する理由 （個人） 

インターネットで商品を購入する理由として、過半数の人が「店舗の営業時間を気にせず買い

物できるから」（５５．９％）、「店舗までの移動時間・交通費がかからないから」（５０．１％）を挙げ

ており、時間・空間の制約のなさを利点として挙げている。 
 

インターネットで商品を購入する理由（個人）（複数回答）（平成２０年末） 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

17.0

49.0

32.4 31.8

19.9

31.0

21.9

18.3
22.7

11.3

26.2

49.2

33.6
21.6

15.5

37.5

20.0 19.0

27.9

10.4
6.2

48.8

31.1

43.8

25.0 23.3 24.2

17.6 16.7
12.4

0 

20 

40 

60 

パソコン関連

（デジタルコン

テンツは除く）

デジタル

コンテンツ

書籍・ＣＤ

・ＤＶＤ

衣料品・

アクセサリー類

食料品 趣味関連品

・雑貨

各種チケット・

クーポン・

商品券

旅行関係 金融取引 その他

（％） 全体(n=5,355) 男性(n=2,932) 女性(n=2,423)

○インターネットにより購入・取引した商品・サービス（平成20年末）（複数回答）（対象：１５歳以上の商品・サービス購入経験者及び金融取引経験者）

経験あり 52.8 

52.7 

53.6 

経験なし 38.7 

40.6 

41.1 

8.5 

6.6 

5.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成18年末
(n=9,507)

平成19年末
(n=8,857)

平成20年末
(n=10,458)

無回答

○インターネットによる商品等購入・金融取引経験（対象：インターネット利用者）

55.9

50.1

49.3

47.0

45.0

14.2

13.4

12.4

6.9

4.1

0 10 20 30 40 50 60 

店舗の営業時間を気にせず買い物できるから

店舗までの移動時間・交通費がかからないから

様々な商品を比較しやすいから

一般の商店ではあまり扱われない商品でも購入できるから

価格を比較できるから

購入者の商品の評価が分かるから

様々な決済手段に対応しているから

店員対応がなく、煩わしくないから

その他

無回答

（％）

平成20年末(n=4,119)

※対象：15歳以上の商品・サービス購入経験者
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（４） 非接触型電子マネーの利用状況 （個人） 

非接触型電子マネーの保有率は２６．７％と、４人に１人が保有。非接触型電子マネーの形

態は、「ＩＣカードを利用するもの」が２１．６％で、「携帯電話を利用するもの」は、８．７％であ

る。また、「ＩＣカードを利用するもの」の半数強が「ＩＣカード乗車券と一体のもの」である。 

都市規模別に見ると、「ＩＣカードを利用するもの」は、都市部ほど保有率が高いが、「携帯電

話を利用するもの」は、差がほとんどない。 

地域別に見ると、交通機関が発達している南関東で、半数近くの人が非接触型電子マネー

を保有している。 

 

非接触型電子マネーの保有率（個人）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 
 

都市規模別非接触型電子マネーの保有率（個人）（平成２０年末） 
（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ＜参考＞地方別非接触型電子マネーの保有率 
 
 

8.6
12.4

21.5

26.7

7.0
8.7

16.6

21.6

0

10

20

30

平成19年末

(n=11,082)
20年末

(n=12,240)
平成19年末

(n=11,082)
20年末

(n=12,240)
平成19年末

(n=11,082)
20年末

(n=12,240)

電子マネー

を持っている

うちＩＣカード

を利用するもの

うち携帯電話

を利用するもの

（％）

うちICカード乗車券と一体のもの

非接触型電子マネー所有率（％）
北海道
(n=920)

東北
(n=1416)

北関東
(n=929)

南関東
(n=1207)

北陸
(n=1236)

甲信越
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東海
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近畿
(n=1132)
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(n=1011)

四国
(n=958)

九州・沖縄
(n=864)
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全　　体
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都市・県庁所在地(n=4,153)

その他の市(n=5,948) 町・村(n=2,139)

(%)

うちＩＣカード乗車券

と一体のもの
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（５） ＩＰ電話の普及状況 （世帯） 

ＩＰ電話の世帯普及率は、２１．２％で前年と比べて２．２ポイント増加し、２割を超えた。 

 

ＩＰ電話の普及率（世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

（６） 地上デジタルテレビ放送対応の受信機の保有状況等 

地上デジタルテレビ放送対応の受信機の保有率は５２．７％と、過半数の世帯が保有。また、

地上デジタルテレビ放送が視聴可能な世帯の割合は４８．３％であった。 

地上デジタルテレビ放送対応受信機の保有率を世帯年収別にみると、年収１０００万円以上

の世帯では６割を超えているのに対し、年収２００万円未満の世帯では約３割にとどまる。 

 
 

地上デジタルテレビ放送対応の受信機の保有状況と視聴の可否（世帯） 
（平成２０年末） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
世帯年収別地上デジタルテレビ放送対応の受信機の保有状況（世帯） 

（平成２０年末） 
 
 
 
 
 

 

 
 

52.7

48.3 4.5

46.2 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年末
(n=4,515)

視聴できる 視聴できない・無回答

無回答保有している 保有していない

＜受信機の保有状況＞

＜受信機保有世帯における視聴の可否＞

29.9 

49.7 49.1 
56.6 58.4 

66.5 

0 

20 

40 

60 

80 

200万円未満

(n=320)
200～

400万円未満

(n=900)

400～
600万円未満

(n=1028)

600～
800万円未満

(n=955)

800～
1000万円未満

(n=575)

1000万円以上

(n=641)

（％）

7.3 

12.7 
15.0 

16.6 
19.0 

21.2 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

平成15年末

(n=3,354)

平成16年末

(n=3,695)

平成17年末

(n=3,982)

平成18年末

(n=4,999)

平成19年末

(n=3,640)

平成20年末

(n=4,515)

（%）
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（１） ビジネスブログ、ＳＮＳの開設率  

ビジネスブログ、ＳＮＳを開設している企業の割合は、１０．５％で前年に比べて３．７ポイン

ト増加し、１０社に１社が開設。特にサービス業・その他で開設率が高い。 
 

ビジネスブログ、ＳＮＳの開設率（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
（２） テレワーク 

 テレワークを導入している企業は前年から４．９ポイント増加して１５．７％となった。「導入し

ていないが、具体的導入予定がある」企業も前年と比べると１．７ポイント増加の５．２％となって

おり、今後、企業におけるテレワークの導入が増えていくものとみられる。 
 
 

テレワークの導入率（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 企業におけるＩＣＴ利用の進展状況 

10.8

15.7

3.5

5.2

84.5

77.2

1.3

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年末(n=2,158)

平成20年末(n=2,012)

導入している 導入していないが、

具体的導入予定がある

導入していないし、

具体的導入予定もない

無回答

6.8

10.5

0 5 10 15 20

平成19年末(n=2,158)

平成20年末(n=2,012)

（％）
○ビジネスブログ・ＳＮＳの開設率

10.5

6.3
8.1 8.5

10.5

6.9

14.3

0

5

10

15

全体

(n=2012)

建設業

(n=258)

製造業

(n=415)

運輸業

(n=275)

卸売・小売業

(n=341)

金融・保険業

(n=187)

サービス業・そ

の他（計）

(n=536)

（％）

○産業別ビジネスブログ・ＳＮＳの開設率（平成20年末）
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（３） ユビキタス関連ツール※を利用したサービス・システムの導入率  

いずれかのユビキタス関連ツールを利用したサービス・システムを導入している企業は、  

５０．２％と前年に比べて９．５ポイント増加し、２社に１社の割合で導入。また、すべてのツール

で１割を超える企業が「今後導入する予定がある」と回答しており、さらにユビキタス化が進展し

ていくと考えられる。 

 
ユビキタス関連ツールを利用したサービス・システムの導入率（企業） 

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
(※) ここでは、電子タグ（RFIDタグ）、非接触型 ICカード、ネットワークカメラ、センサー等のネットワーク機能付加機器、GPS等の位
置確認機能機器など、次世代の通信機器を備えたビジネスツールの総称を「ユビキタス関連ツール」としている。  

 
 

（４） 電子商取引の実施状況  

電子商取引（インターネットを利用した調達・販売）を実施している企業の割合は、５０．６％

で、２社に１社は電子商取引を行っている。業種別に見ると、「製造業」が５７．４％と最も実施率

が高く、次いで「金融・保険業」の５５．７％となっている。 

電子商取引の種類別に見ると、企業に対するものは、「製造業」が調達、販売ともにそれぞれ

４３．２％、１１．５％と最も高く、消費者に対するものは、「金融・保険業」が３１．１％と最も高い。 
 

電子商取引の実施状況（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

  

40.7

50.2 

24.6
32.6 

22.8
28.4 

7.8 10.0 7.1 9.2 

18.4

13.9 

14.1

12.0 

13.9

12.6 

14.3 12.2 
14.0 

15.4 

0

10

20

30

40

50

60

70

19年末

(n=2,518)

20年末

(n=2,012)

19年末

(n=2,518)

20年末

(n=2,012)

19年末

(n=2,518)

20年末

(n=2,012)

19年末

(n=2,518)

20年末

(n=2,012)

19年末

(n=2,518)

20年末

(n=2,012)

いずれかのツール 非接触型ICカード ネットワークカメラ、

センサー等のネット

ワーク機能付加機器

GPS、携帯電話等の

位置確認機能機器

電子タグ

(%)

導入していないが、今後導

入する予定がある

導入している

49.6

50.6

0 20 40 60 80 100

平成19年末(n=2,158)

平成20年末(n=2,012)

（％）

○電子商取引（企業からの調達、企業への販売、消費者への販売のいすれか）の実施状況

50.6

37.9

57.4

34.8

53.7 55.7
48.7

35.8 34.9
43.2

25.3
32.7 28.0

34.8

8.3 3.1
11.5

2.9
10.3 10.8

6.2

16.4

1.1

13.4 10.5

23.1
31.1

17.9

0

10

20

30

40

50

60

全体

(n=2012)

建設業

(n=258)

製造業

(n=415)

運輸業

(n=275)

卸売・小売業

(n=341)

金融・保険業

(n=187)

サービス業・その他

（計）(n=536)

（％） いずれかの電子商取引を実施 うち企業からの調達 うち企業への販売 うち消費者への販売

○産業別電子商取引の実施状況（平成20年末）（複数回答）
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（５） インターネットを利用した広告の実施状況  

インターネットを利用した広告を実施している企業は、前年と比較して３．４ポイント増の３１．

０％となった。産業別では、「金融・保険業」が４７．２％と最も実施率が高い。 

行った広告の種類では、「バナー広告」が４５．１％と最も多かったが、前年と比べると７．６ポ

イントの減。一方、「テキスト広告」が５．３ポイント増の３２．０％となっている。 

 

産業別インターネット広告の実施率（企業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

実施したインターネット広告の種類（企業）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

52.7

37.5

26.7

22.1

15.7

9.3

15

10.9

14.3

45.1 

38.6 

32.0 

21.3 

14.2 

13.7 

12.4 

11.7 

11.1 

0 20 40 60

バナー広告

メールマガジン

テキスト広告

検索連動型

ＤＭ広告(ターゲティングメールなど）

スポンサーシップ広告（編集タイアップなど）

リッチメディア広告

コンテンツ連動型

その他インターネット広告

（％）

平成19年末(n=571)

平成20年末(n=630)

（※）リッチメディア広告：マウスの動きに合わせて表示が動いたり、ストリーミング技術で動画を表示したりするような音声や映像を活用
しているもの。 

（※）コンテンツ連動型：Ｗｅｂコンテンツの内容を解析し、内容と関連のある広告を配信するもの。 

27.6

31.0

0 10 20 30 40 50

平成19年末(n=2,518)

平成20年末(n=2,012)

（％）
○インターネット広告の実施率

31.0

23.6 25.3 22.9

30.4

47.2

39.7
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10

20

30

40

50

全体

(n=2012)

建設業

(n=258)

製造業

(n=415)

運輸業

(n=275)

卸売・小売業

(n=341)

金融・保険業

(n=187)

サービス業・そ

の他（計）

(n=536)

（％）

○産業別インターネット広告の実施率
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（６） 情報戦略統括役員（ＣＩＯ※）の設置状況  

「専任」のＣＩＯを設置している企業は、５．４％と前年に比べて２．５ポイントの増加。兼任も含

めると３３．０％（対前年８．４ポイント増）と、３割の企業が設置。  

 

情報戦略統括役員（ＣＩＯ）の設置状況（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※) ＣＩＯとは、情報通信戦略と経営戦略を調整・統括する役員（Ｃｈｉｅｆ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅｒ） 

 
 

（７） 従業員に対するＩＣＴ教育の実施状況  

従業員に対するＩＣＴ教育を実施している企業は、４７．７％と前年と比べて５．０ポイント増加し

た。教育内容を見ると、「社内のＩＣＴ関連教育・研修プログラムの実施」（２１．４％）が最も多く、

次いで「社外のＩＣＴ関連教育・研修プログラムへの参加」（１７．７％）となっている。 

一方、「行っていない」と回答した企業も５割あり、企業内における ICT 教育が必ずしも十分で

ないことをうかがわせている。 
 

従業員に対するＩＣＴ教育の実施状況（企業）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.9

5.4

3.9

3.3

17.8

24.3

8.4

8.2

64.7

55.1

2.2

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年末

(n=1,969)

平成20年末

(n=1,844)

専任でいる 兼任

（業務の大半）でいる

兼任

（業務の一部）でいる

いない

（設置予定あり）

いない

（設置予定なし）

無回答

対象：企業通信網構築企業

42.7

54.8

2.5

14.9

14.0

8.6

5.6

8.5

1.5

17.3

47.7

50.4

1.9

21.4

17.7

11.2

9.7

6.5

2.7

17.1

0 20 40 60

何らかのＩＣＴ教育を実施

行っていない

無回答

社内のＩＣＴ関連教育・

研修プログラムの実施

社外のＩＣＴ関連教育・

研修プログラムへの参加

社員の自主的なＩＣＴ関連

学習活動への金銭支援

ＩＣＴ関連資格の取得に対する

報奨金の支給

社員の自主的なＩＣＴ関連学習活動

への時間的支援

ＩＣＴ関連技能・能力テストの実施

その他の教育訓練

平成19年末(n=2,518)

平成20年末(n=2,012)

（％）
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（１） インターネット利用で感じる不安 （世帯） 

インターネットを利用して感じる不安の有無について、「不安を感じている」「少し不安を感じて

いる」を合わせると４７．５％、「不安は感じない」「それほど不安は感じていない」を合わせると 

４７．８％と、不安と安心が拮抗している。 

不安の内容としては、約７割の世帯が、「個人情報の保護に不安がある」（７１．２％）、「ウィル

スの感染が心配である」（６７．２％）を挙げている。 

 

インターネット利用上の不安の有無（世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

インターネット利用で感じる不安の内容（世帯）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

４ 安全・安心への取組状況 

19.9

19.5 

25.6 

28.3 

28.3

30.0 

20.6

17.5 

5.6 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年末

(n=3,304)

平成20年末

(n=4,070)

特に不安は感じない セキュリティ脅威はあるが、

対策を行っておりそれほど

不安は感じていない

セキュリティ脅威への対策を

行っているが、不十分であり、

少し不安を感じている

不安を感じている 無回答

71.0 

66.1 

60.2 

44.2 

37.2 

34.9 

20.7 

6.5 

8.2 

1.1 

0.4 

71 .2 

67 .2 

61 .7 

40 .4 

35 .5 

33 .7 

15 .6 

9 .2 

7 .9 

1 .5 

0 .1 

0 20 40 60 80 

個人情報の保護に不安がある

ウィルスの感染が心配である

どこまでセキュリティ対策を行えばよいか不明

電子的決済手段の信頼性に不安がある

違法・有害情報が氾濫している

セキュリティ脅威が難解で具体的に理解できない

認証技術の信頼性に不安がある

送信した電子メールが届くかどうかわからない

知的財産の保護に不安がある

その他

無回答

（%）

平成19年末(n=1,596)

平成20年末(n=1,908)
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（２） セキュリティ対策の実施状況 （世帯） 

何らかのセキュリティ対策を実施している世帯の割合は、８０．２％となった。対策内容を見る

と、５割を超える世帯が「ウィルス対策ソフトの導入」（５３．４％）を挙げており、次いで、「知らな

い人からのメールや添付ファイル、ＨＴＭＬファイルを不用意に開かない」（３７．６％）などとなっ

ている。 

 
セキュリティ対策の実施状況（世帯）（複数回答） 

 
 
 
 
 

 

78.1

14.8

7.1

51.5

39.3

25.0

24.2

22.3

17.4

15.3

8.0

6.2

4.7

3.7

1.1

80.2

13.7

6.1

53.4

37.6

26.1

26.1

23.7

16.0

13.8

8.3

6.4

4.9

4.1

1.8

0 20 40 60 80 100 

何らかの対策を導入

何も行っていない

無回答

ウィルス対策ソフトの導入

知らない人からのメールや添付ファイル、

ＨＴＭＬファイルを不用意に開かない

プロバイダ等が提供する

ウィルス対策サービスの利用

ファイアウォールの使用

ＯＳ、ブラウザのアップデート

スパイウェア対策ソフトの導入

ファイル等のバックアップ

メールソフトのアップデートや変更

プロバイダ等が提供する

ファイアウォールサービスの利用

アカウントごとに

パスワードを複数使い分け

パスワードの定期的な変更

その他

（%）

平成19年末(n=3,304)

平成20年末(n=4,070)



20 
 

 

（３） フィルタリングソフト・サービスの認知状況、利用状況 （世帯） 

 １８歳未満の子供がいる世帯におけるフィルタリングソフト・サービスについて、「よく知って

いる」「聞いたことはある」を合わせると、パソコンでは８５．４％（対前年７．７ポイント増）、携帯

電話では、７７．２％（対前年１３．９ポイント増）となり、フィルタリングソフト・サービスの認知が

拡大している。 

フィルタリングソフト・サービスの利用状況については、利用している世帯の割合がパソコンで

は７．４ポイント増の２０．３％となったのに対し、携帯電話では２８．２ポイント増の４９．８％とな

っており、携帯電話におけるフィルタリングサービスの利用が急速に拡大している。 

  
 

フィルタリングソフト・サービスの認知状況（世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フィルタリングソフト・サービスの利用状況（世帯） 
 
 
 
 
 
 

よく知っている

22.0

35.7

15.0

30.2

聞いたことはある

55.7

49.7

48.3

47.0

知らなかった

20.7

14.1

33.9

21.4

無回答

1.6

0.5

2.8

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年末

(n=1,582)

平成20年末

(n=1,861)

平成19年末

(n=1,582)

平成20年末

(n=1,861)

パ
ソ
コ
ン
で
利

用
す
る

フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ
ソ
フ
ト

携
帯

電
話

で
利

用

す
る
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ

サ
ー
ビ
ス

（対象は、18歳未満の子供がいる世帯）

利用している

12.9

20.3

21.6

49.8

利用していない

86.9

78.3

78.0

49.6

無回答

0.2

1.4

0.3

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年末

(n=808)

平成20年末

(n=975)

平成19年末

(n=449)

平成20年末

(n=588)

パ
ソ
コ
ン
で
利

用
す
る

フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ
ソ
フ
ト

携
帯

電
話

で
利

用

す
る
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ

サ
ー
ビ
ス

（対象は、パソコンまたは携帯電話でインターネットを利用する18歳未満の子供がいる世帯。）
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（４） インターネット、企業内 LAN等を利用する上での問題点（企業） 

インターネットや企業内 LAN 等を利用する上での問題点は、「セキュリティ対策の確立が困

難」が６１．８％と最も多く、次いで「ウィルス感染に不安」（５９．２％）、「従業員のセキュリティ意

識が低い」（４０．５％）となっており、セキュリティに関連するものが上位を占めている。 

また、「運用・管理の費用が増大」（３８．８％）、「運用・管理の人材が不足」（３６．９％）などの

運用に係るコスト、人材面での問題点を挙げる企業も少なくない。 
        

インターネット、企業内 LAN等を利用する上での問題点（企業）（複数回答） 
                                                                                                                                               

61.6

58.4

43.9

35.8

40.1

25.2

12.8

16.1

7.8

9.3

5.1

6.3

5.7

2.2

3.5

3.5

61.8

59.2

40.5

38.8

36.9

26.6

21.1

17.7

11.8

11.6

6.4

6.2

5.7

1.6

4.3

1.9

0 20 40 60 80 100

セキュリティ対策の確立が困難

ウィルス感染に不安

従業員のセキュリティ意識が低い

運用・管理の費用が増大

運用・管理の人材が不足

障害時の復旧作業が困難

通信料金が高い

導入成果の定量的把握が困難

通信速度が遅い

導入成果を得ることが困難

認証技術の信頼性に不安

著作権等知的財産の保護に不安

電子的決済の信頼性に不安

その他

特に問題点なし

無回答

平成19年末(n=2,158)

平成20年末(n=2,012)

（％）
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（５） セキュリティ対策の実施状況 （企業） 

インターネット、企業内 LAN 等を利用する企業のうち何らかのセキュリティ対策を実施してい

る企業の割合は、９６．４％に達している。 

対策内容としては、８割を超える企業が「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフト等）にウィルス対策

プログラムを導入」（８３．６％）を挙げている。 
 

セキュリティ対策の実施状況（企業）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

97.0

1.5

1.0

0.5

84.1

67.1

57.6

53.8

36.9

41.4

32.8

32.6

25.2

19.4

15.6

12.9

13.4

13.4

12.7

12.7

8.4

3.4

96.4

2.2

1.4

83.6

70.3

63.3

60.7

45.3

45.2

39.2

38.8

29.1

22.9

21.9

20.5

18.3

16.9

16.4

13.0

12.4

4.0

0 20 40 60 80 100

何らかの対策を実施

特に対応していない

分からない

無回答

パソコンなどの端末(ＯＳ、ソフト等)に
ウィルス対策プログラムを導入

サーバにウィルス対策プログラムを導入

ＩＤ、パスワードによるアクセス制御

ファイアウォールの設置

セキュリティポリシーの策定

ＯＳへのセキュリティパッチの導入

アクセスログの記録

社員教育

外部接続の際にウィルスウォールを構築

データやネットワークの暗号化

セキュリティ監査

認証技術の導入による利用者確認

回線監視

代理サーバ等の利用

ウィルス対策対応マニュアルを策定

セキュリティ管理のアウトソーシング

不正侵入検知システム(ＩＤＳ)の導入

その他の対策

平成19年末(n=1,969)

平成20年末(n=1,996)

※「分からない」は、平成20年末は調査していない
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（６） 個人情報保護対策の実施状況 （企業） 

インターネット、企業内LANを利用する企業のうち何らかの個人情報保護対策を実施している

企業の割合は、前年より５．７ポイント増加して８１．５％となった。また、従業者規模が大きいほ

ど実施率が高い。 

対策内容としては、過半数の企業が、「社内教育の充実」（５０．５％）と回答している。 

また、「個人情報保護管理責任者の設置」が前年と比べて５．６ポイント増の４４．８％となり、

「個人情報保護管理責任者」の設置が進んでいる。 
 
 

従業者規模別個人情報保護対策の実施率(企業) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人情報保護対策の実施状況（企業）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75.8

17.9

4.0

2.3

47.0

39.2

30.4

26.7

19.2

9.9

8.3

9.0

81.5

15.7

2.8

50.5

44.8

34.6

30.3

22.9

9.5

9.2

8.7

0 20 40 60 80 100

何らかの対策を実施

特に実施していない

分からない

無回答

社内教育の充実

個人情報保護管理責任者の設置

プライバシーポリシーの策定

必要な個人情報の絞り込み

システムや体制の再構築

プライバシーマーク制度の取得

外注先の選定要件の強化

その他の対策

平成19年末

(n=2,518)

平成20年末

(n=2,012)

※「分からない」は、平成20年末は調査していない

75.8
68.3

79.9

92.3

81.5

70.7

80.8

92.4

0

20

40

60

80

100

全体 100～

299人

300～

499人

500人以上

（％）

平成19年末

(n=2,518)

平成20年末

(n=2,012)
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